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は　じ　め　に
　1960・70年代において西側先進工業国を中心として「労働の人間化」（‘Huma・
nisierung　der　Arbeit’，‘Humanization　of　Work’）あるいは「労働生活の質的改
善」（‘Quality　of　Working　Life’，通称rQWL」）に関する論議が大きな高揚を示
した。なかでも，この論議において多くの人々の関心を呼び，また研究の焦点
をなしたものが「職務再設計」（Job　Redesign）と呼ぼれた作業組織の再編成で
あったことはすでに多くの論者の認めるとこるである。「ブルー・カラー・ブ
ルース」（blue・blue－collar　blues）が流行語となり，ベルト・コンベア労働に典型
的に見出される労働者の職務不満，アブセンティーズム，アパシー，山猫スト
といった諸問題は挙げて「無意味な，反復的で断片化された職務」にその原因
があるとみなされ，そこでその克服のための作業組織再編成の必要性が強調さ
れた。
　ところが，1980年代に入ると，こうした状況は一変する。つまり，長期間に
及ぶ深刻な不況下で俄に「大量失業」問題がクローズ・アップされるにおよん
で，「職務再設計」論議はILOや各国のQWL全国センターといった公的機関
を除外すれぽ著しく下火となってきたという印象を払拭できない。
　では，今日のように激変した経済状況のもとで「職務再設計」論議の高揚は，
不況あるいは大量失業という嵐の過ぎるのをじっと待つ以外に予測しえないの
であろうか。またこうした経済環境のもとでは「職務再設計」を論ずることの
意義は以前と比較して希薄なものとなってしまっているのであろうか。
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　私見によれぽ，これまでの典型的な「職務再設計論」の視点からは今日「職
務再設計」問題を論ずる意義を明確に打ち出すことが困難であるように思われ
る。というのは，そこでは，もっぱら「職務再設計」問題は逼迫した労働市場
という状況下で，労働者の職務不満，無断欠勤や転職率の増大あるいは労働
者・労働組合の「戦闘性」に対する雇用者側の対応策という観点からしか捉え
られていないからである。私には1970年代後半以降の不況の長期化・深刻化あ
るいは大量失業の圧力がこうした労働問題をあまり目立たないものにさせてき
たとする認識がある。ところが，「職務再設計」問題を論ずるもう1つの視点
が存在する。それは，「職務再設計」を企業環境の変化，とくに製品市場の変
化，あるいは技術革新に伴う生産技術体系の変更に組織的に適応し，企業の経
済的成果を高める管理技術と捉える視点である。私が「社会・技術システム論」
（socio．technical　systems　theory）を手懸りとして追求してきたのもこのような
視点である。そしてこの視点に立つことによって「職務再設計」問題が1960・
70年代にみられた特異な現象であるとか，あるいは過去の問題では決してなく
優れて今日的問題であると主張することができると考えるのである。
　さて，これまで「職務再設計」問題に取り組んできた研究者の多くは「産業
心理学者」であった。ここでは「職務再設計」問題は「動機づけ（m◎tivati・n）
の問題」として解されていた。彼らは「豊かな社会」を背景に「高次元欲求」
を活性化させている「労働老」の存在を前提として，彼が現実に遂行している
職務特性と彼が右する「心理学的特性」とのあいだの矛盾の深化に注目し，「職
務再設計」を通してこの矛盾を克服して労働者の「不満」や「疎外」感を和ら
げ，労働者を職務遂行に「動機づけ」るべきことを強調した。
　私はこれまでにも「職務再設計」問題にとくに「社会・技術システム論」の
展開と関わらしめて検討してきたが，なかでも前稿では「作業組織編成原理」
を心理学的「動機づけ」という視点からではなく，作業集団課業環境の性質
（「環境不確実性」の程度）という視点から捉えてみようと試みてきたω。しかし，
そこでの論議はなるほど「伝統的作業組織編成原理」と「社会・技術システム
設計原理」との相違ならびにこの編成原理と課業環境の不確実性との関連を明
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らかにしているものの，企業のマクロ環境，とくに製品市場における競争条件
の変化が作業組織にいかなる作用を及ぼすのか，あるいは資本主義的雇用関係
のなかでこの作業組織の再編成が賃金制度や労働に対するコントP一ルにどん
な影響を与えるのが，さらにはいかなるメカニズムを通してパーフォーマンス
を高めるのかといった重要な論点が視野に取り込まれていなかったのである。
　しかし，ごく最近ケリー（J．EKe11y）（2）は，職務再設計の「心理学的分析」
を鋭く批判するなかで，上述した論点を取り込みながら新しい職務再設計論を
展開しようと試みている（3）。本稿は，前稿において取り込まれていなかった新
しい視点を有するケリーの所論を取り上げて検討しようとするものである。こ
のケリーの理論の特質は以下の3点にわたって指摘できるように思われる。
　第1に，彼自身は「産業心理学者」でありながらω，むしろ産業社会学的分
析を重視し，資本主義的雇用関係，製品市場や生産システムという広いパース
ペクティブのなかで「職務再設計」問題を論じていること（「職務再設計の経済
的・構造的分析」の強調），第2に「職務再設計」を一括して論じたり，批判す
ることを拒否し，いわゆる「中範囲理論」的に捉え，「職務再設計」形態の差
異に注目してそれぞれの形態にそくしてこの「職務再設計」形態が何故実践さ
れてきたのか，何故パーフォーマンスを改善したのか，あるいは「科学的管理」
（scientific　management）とはいかなる関係にあるのかを解明しようとしているこ
と，そして第3にその際，これまでのこの分野の研究がしぽしば採用してきた
若干の事例研究の詳細な分析に依拠するのではなく，これまでに出版・公表さ
れてきた「職務再設計」実践から可能な限り多くのデータを収集・加工し，こ
こで確認される統計数値の比較分析から「事実」を探り出そうとしていること，
以上の3点である。本稿のテーマを「職務再設計の条件適応的展開」としたの
も以上の彼の理論上の特質を顧慮したためである（5）。
　ケリーは，イギリスにおける「ブレイヴァマン論争」にも参加し，重要な論
点を提供する⑥などこれまでに多くの業績を残しているが，彼の上述の見解が
もっとも集約的かつ包括的に展開されているのは，1982年のr科学的管理，職
務再設計そして作業パーフォーマンス（Scientific　Management，　Job　Redesign　and
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Work　Performance）』である。本稿は，主にこの書物を手懸りとして彼の所論
に検討を加え，従来の「職務再設計論」に欠落していた新しい視点の妥当性を
論じようと思う。
（1）拙稿「課業環箋の不確実性と作業組織編成原理」『明大商学論叢』第66巻，第1・2号，1983年
　10月。
（2）ケリーは1977年にロンドン・スクール・オブ・エコノミックス（the　London　School　of　Ec（｝－
　nomics）を卒業したあと，1980年までシェフィールド大学の社会・応用心理学研究所の研究員で
　あった。1980年からロンドソ・スクール・オブ・エコノミックスで労使関係部門（Department
　of　Industrial　Relations）の講師を勤めている。なお，1979年にはロンドン大学よりPh，　Dを
取得している。cf，，　S．　Wood（ed．），　The　Degradation　of　Work？，1982，　Hutchinson，　P．8．
（3＞彼の業績には以下のものがある。
　　（1978－a），‘AStudy　of　the　Work　Attitudes　of　Computer　Programmers’，　Personnel
　Review，7（4），　pp．36－40．
　　（1978－b），＆S．Wood，‘Towards　a　critical　management　science’，　Journal　of　Manage－
　ment　Studies，　voL　15，　No．1，　pp．1－24．
　　（1978－C），‘AReappraisal　of　Sociotechnical　Systems　Theory’，　Human　Relations，33
　（12），　pp．1069－1099．
　　（1980），＆NNicholson，‘The　Causation　of　Strikes，　a　review　of　some　approaches　and
　the　potential　contribution　of　social　psychology’，　Human　Relations，33．（12），　pp．853－883．
　　（1982－a）、＆S．Wood，‘Taylorism，　Responsible　Autonomy　and　Management　Strategy’，
　In　S．　Wood（ed．），　op．　cit，，　pp．74－89．
　　（1982－b），‘Economic　and　Structura1　Analysis　of　Job　Redesign’，　In　J．　E　Kelly＆C．　W
CIegg（eds．），　Autonomy　and　Control　at　the　Workplace，　Croom　Helm，　pp．21－50．
　　（1982－c），Scientific　Management，　Job　Redesign　and　Work　Performance，　Academic
　Press，　pp．1－257．
（4｝cf．　J．E　Kelly（1982－c），　p．　viL
（5）但し，彼自身はラプトン（Lupton，　T．）やウッドワード（Woodward，　J．）らの「条件適応理
　論」の影響を受けていることをはっきり述ぺている〔cf．　J．E．　Kelly（1982－c），　p．　viiiおよび
　p．52〕ものの自己の理論を「条件適応的職務再設計論」と呼称しているわけではない。
⑥直接の貢献は，S，　Woodとの共同論文（1982－a）である。そこでは，一方ではプィヴァマン
　（H・Braverman）と他方ではA．フリードマン（A．　Friedman）批判が展開されている。わが
　国では，このイギリスにおけるブレイヴァマン論争については，竹田昌次氏の紹介がある。「資
　本家的統制下の労働について一イギリスにおけるブレイヴァマン批判の検討を通じて」『立命
　館経営学』（第22巻，第1号），1983年を参照されたい。
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1．　「古典的職務再設計論」の起源と諸発想
　「職務再設計論」はケリーによれば，1940年代後半以降に展開された「産業
心理学」に基礎を置くものであり，主として「職務満足」と「職務パーフォー
マンス」という，結び付いていると考えられる2つの重要な変数の説明に研究
の焦点を合わぜてきた①。つまり，この理論によれぽ「豊かな社会」と「教育の
改善」という状況のもとで多様性や自律性といった職務特性を欠く職務は「高
次元欲求」や「自律性要求」を活性化させている職務保有者に単調感や不満足
感を生じさせ，それによって高水準のパーフォーマンスに彼らを「動機づけ」
ることはできないし，無断欠勤や労働移動といった現象を生み出す原因をなす
ものと考えられている。そこでこのような分析から「職務が多様性と全体性と
を保持するように，そして職務保有者が自律性と責任とを行使しうるように職
務が再設計さるべきである」という解決策が提示されるのである殊「職務再設
計論」はかかる解決を通して一方で雇用者側に高いパーフォーマンスを実現さ
せるばかりか，他方で従業員には職務満足を与えるという労使双方の利害をと
もに満足させるという点を強調したのである（図一1参照）。
　このような「起源」を基礎に展開される「職務再設計論」をケリーは「古典
的職務再設計論」（classical　job　redesign　theory）と呼ぶのである（以下では，これ
を「古典理論」と呼ぶ）が，この「古典理論」にはつぎの3つの理論的諸発想が
含まれている（3）。つまり，
　（1）「課業設計理論」（task・design　theory）
　（2）「社会・技術システム論」（socio－technical　systems　theory）
　（3）「職務態度の2要因論」（the　two－factor　theory　of　job　attitudes），がこれで
　　ある。
　第1の発想は，ウォーカー（Walker，　C．R．）やゲスト（Guest，　R　H．）の研究を
嗜矢とするものであって，とくにアセンブリー・ラインでの職務不満を生み出
す反復的職務や作業速度の機械主導性の問題が取り上げられ，一般には「職務
拡大」（job　enlargement）として知られる職務再設計方式を唱導してきた。さら
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　　　　　　　　　図一1　古典理論による職務再設計の起源
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出所：J．E．　Kelly（1982－c），　Qp．　cit．，　p．36．
（但し，引用者が一部追加した箇所がある．）
にこの発想には最近展開されてきた，・・ックマン（Hackman，　JR．）やオールダ
ム（Oldham，　G．R．）らの「職務特性モデル」（Job　Characterististics　Model）も含
まれている。この発想は，ハーツバーグ（Herzberg，　F．）の職務の心理学的構造
への強調とは対照的に職務の実際の構造と内容に研究の焦点を合わせてきたω。
とくに「職務特性モデル」における重要な理論的貢献は，「職務再設計」に対
する従業員の反応に差異が存在し，「高次元欲求」を活性化させている従業員
にのみこの「職務再設計」が有効であることを示し「個人差異仮説」（indiVidual・
difference　hypothesis）を展開しようとしていることである（5｝。
　第2の発想は主として「タヴィストック人間関係研究所」（The　Tavistock　In・
stitute　of　Human　Relations）の研究者たちによって開発されてきた「社会・技
術システム論」である〔6）。ケリーによれぽ，この「社会・技術システム論」の
理論的貢献は以下の3点に求められる⑦。第1に初期の「社会・技術システ
ム論」研究者は，一方で作業組織の「社会的」側面を強調する「人間関係理論」
（human　relati・ns　theory）と，他方生産技術から生ずる職i務設計への制約を重視
する　「技術決定論」（technological　determinism）との双方への反発として自己
の研究を位置づけ，「開放的，社会・技術システム」として構想される全体シ
ステムの最適なパーフォーマンスを実現するためには全体システムを構成する
社会・技術両相関システムの「合成的最適化（joint－optimization）」を強調した
　（269）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職務再設計の条件適応的展開　　131
こと，第2にエメリー（Emery，　E　E．）やソースルッド（Thorsrud，　E．）らを中
心として「自律的作業集団」（autonomous　work　group）を基本モデルとして「動
機づけと満足の双方を生み出す職務再設計基準」を開発したこと，そして第3
に1960年代以降「社会・技術システム論」が「『第2次産業革命』命題」（a‘se－
cond　industrial　revolution’thesis）の主張と結び付いて展開されてきたこと，以
上の3点である。
　第3の発想であるハーッ・ミーグの「職務態度の2要因論」は周知のごとく動
機づけ決定因子を，1）「衛生要因（hygiene　fact・rs）」　個人に外的な決定因子
（給与，監督，会社の政策）一不満を軽減する因子，2）「動機づけ要因（mGtiva－
tQrs）」一個人に内的な決定因子（責任，認知，達成等）一満足を促進する因子
とに区分する’ともに，「豊かな社会」のもとでは従業員の低次元欲求はすでに
充足されているのであって，効果的なパーフォーマソスを実現するためには
「衛生要因」よりはむしろ「動機づけ要因」に配慮する必要性が強調された。
ハーツバーグ理論はケリーの理解するところによれぽ，具体的職務再設計方式
としては今日では一般に「職務充実」（job　enrich’ment）として知られている。
（1），（2）J．E．　Kelly（1982－b），　op．　cit．，　p，22．
（3）J．E．　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．65，　P．111，およびP．146．この分類はイギリスの研究
者のあいだでは一般的であるように思われる。cf．　T．D．　Wall，　Perspectives　on　Job　Redesign．
In，エE　Kelly＆Clegg　C．　W．（1982），　op．　cit．，　p．18．
（4）J．E　Ke11y（1982－c），　oP．　cit．，　PP．65－66，
（5）J．E．　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　PP．67－68．たとえぽ，「都市出身」労働者と「田舎出身」労
　働者とのあいだの職務態度における差異が示され，その際「田舎出身」労働者がより強い「高次
　元欲求」を有すると主張されているという（cf．　I　bid．，　p．68）．
（6）この理論についての詳細な展開と批判については，J．E．　Kelly（1978－c）を参照されたい。
（7）　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．34．
（8）J．E　Ke11y（1982－c），　op．　cit．，　p．33．およびpp．147－148．
II．　「古典理論」の問題点
　1において明らかにされてきた「古典理論」は，ケリーによれぽ以下におい
て示される多くの問題点をもつものと解されている。
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　（1）「ティラーリズム」（Taylorism）に対する過小評価
　「古典理論」は一様に「テイラーリズム」への鋭い批判から出発してその理
論的対照性を強調している｛1）。とくにその主たる批判は，「テイラーリズム」が
「職務の断片化・細分化」を生み出した元凶であるという主張である。ここで
「テイラーリズム」と職務の断片化を結び付ける際の論拠は，ケリーによれば
以下の3つがあるという（2）。つまり，
　a）テイラー（F．W．　Tayl・r）は実際にレンガ積工，機械工という労働者集団
において仕事の細分化を導入した。
　b）テイラーは「構想と執行」とを区分しようとした。
　c）「時間・動作研究」を説明する際に，テイラーは仕事をその最小構成要
素に分解した（「分析の原理」と「行動の原理」の混同〔3））。
　第1の論拠について，まず論理的問題としてケリーは「テイラーが仕事の細
分化を行ったという事実は，そのような細分化が科学的管理の必要な，あるい
は必須の特徴であるのかどうかを我々に教えてくれない」（4）のであって，とく
にテイラーの下院証言の示すところによればテイラー自身「科学的管理と分業
の増大を切り離して考え」ていると主張している⑤。しかし，同時に経験的問
題として確かに機械工やレンガ積工の場合には熟練工の補助的付帯作業は不熟
練工の作業として分離されたが，これが仕事の細分化をもたらしたという主張
はケリー一一ULよれぽ熟練労働者の見解を反映するものであるという。ところが，
「一方の見地よりとらえられた細分化ないし断片化の過程は他方の（不熟練労働
老の一引用者）見地からすれぽ役割の結合として現れるのである。……この過
程の2重の側面の暴露は科学的管理を仕事の細分化と結び付ける経験的証拠の
一面性を明らかにしている」⑥とケリーは主張する。
　第2の論拠について，ケリーはこの論拠が「支配と知識のゼロ和概念（aze・
ro．sum　concept　of　control　and　knowledge）」に基づいていると批判する（7｝。つま
り，この概念に依れぽ，もし経営者が生産過程に関する知識を実際に獲得すれ
ぽ労働者はそれを失ってしまうか，再獲得しえないと考えられている。しかし
「知識とはこのようなやり方でr取り上げ』られる商品ではない。……時間・
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動作研究の後ですら熟練労働者は自己の知識を保持し続けている（彼らは経営
者の正確な知識の欠如という利点を失うにすぎない）。この知識に基づいて熟練労働
者は不熟練化（deskilling）に抵抗し続けてきたし，多くの生産部門で重要な地
位を保持し続けてきた」とケリーは主張する⑧。さらにまた，ケリーは「時間・
動作研究」や「体系的計画化」といった「概念的労働」は以前にはいかなる労
働者集団によっても遂行されていなかった新しい仕事であったことも強調す
る⑨。
　第3の論拠について，ケリーはテイラーが仕事を要素単位に細分化すべきで
あると主張したのは，a）起りうる誤りと中断の源泉の極少化，全体手順の能率
化（「時間研究」）と，b）不必要な動作の確認と除去（「作業方法分析」）のためで
あったことを確認したあとで，つぎのように主張する。「テイラーがこのよう
な仕事の要素動作を新しい，断片化された職務の基礎であるべきと考えていな
かったことは，彼が用いている実例，シャベル作業から明らかである。彼は時
間研究がシャベルを掬う行為とシャベルの中身を振り捨てる行為とを別個に測
定すべきであると主張した。しかるにこうした要素動作は2人の別個の労働者
によって遂行されてはならない！分析の原理と行為の原理とを混同したのはテ
イラーではなく，多くの彼の批判者である。……テイラー自身，本当に仕事の
細分化の限界を論じ，自己の管理制度のもとで職務が再結合される可能性を認
めていた。……これ（仕事の細分化一取引者）が1個の手段として考えられて
いるのであって，それ自体目標として考えられているものではない……。」ao）
　以上の反証過程を通して，ケリーは「古典理論」が批判するように「テイラ
ーリズム」が「職務の断片化」に必然的に結び付くものではなく，これを伴わ
ずとも適用されうると主張するqD。
　さらにテイラーが職場の「社会的」次元についてもいかなる構想も持ってい
なかったとする批判，すなわち「テイラーリズムは労働者が孤立した単位とし
て研究さるべきであると仮定した。……そのような見解は完全に社会的環境か
ら生ずる，作業行動に及ぼす他の等しく重要な影響力を無視している」という
批判に対してもケリーは反論しているan。彼によれぽ，テイラーこそ「産出高
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制限の社会歴史理論（asociohistrical　theory　of　output　restriction）を生み出した
のだという，つまり，テイラーは「産出高の制限」が，「賃率切下げ」といっ
た，より高いパーフォーマソスの負の経済的帰結に対する「合理的」脅威から
「社会的に」，すなわち自主的職場集団の黙契によって組織されていることを認
識した最初の人であったとケリーは主張する。
　また「雄牛のように愚鈍で無気力」という有名な「シュミット」（Schmidt）
のテイラーの記述を基礎とした侮蔑的労働者観に対する批判についても，ケリ
ーは「こうしたある特定タイプの仕事要件への指示が，一部の著述家たちによ
ってティラーリズムのもとでのすべてのタイプの仕事要件を示すものと受け取
られてきた。これは誤りであることが示されうる解釈である」と主張する⑬。
　こうして，ケリーはこれまでに「テイラーリズム」に対して加えられてきた
批判に反証しながら，「古典理論」が「テイラーリズム」を正当に評価してお
らず，過小評価していると批判するとともに，「テイラーの強調する金銭的刺
激，作業方法，労働支配（work　control）は，職務再設計から生ずる生産性改善
を理解するためには依然として重要である駒ことを強調している。
　（2）「組織環境の無視」
　ケリー－ueよれぽ，「古典理論」は組織問題を性質上（モラール，動機づけ等の）
心理学的問題と定義している。このことは確かに，戦後出現した「完全雇用」
による労働市場の逼迫性を反映するものではあったが，組織問題は単に企業内
部の労働力だけに由来するものではない。つまり，資本主義経済における産業
組織は通常他の企業と競合し，その製品市場から生ずる一連の問題（製品革新，
新しい技術の導入等）に直面している。「古典理論」はこのような企業外部の製
品市場あるいは労働市場の変化が企業内分業体制に課す制約にほとんど注意を
払っていないas。
　③　「人事問題」に対する過度の強調
　「古典理論」は「職務再設計」を主として，職務不満，無断欠勤，労働移動
の増大やモラールの低下という「人事問題」（personnel　problems）に対する組
織的対応であると捉えている。もしそうであるならぽ企業がそのような「職務
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再設計」を開始す
るに際して企業が
掲げる理由にその
ような問題が示さ
れていることが考
えられる。表一1は
「サーベイのサー
ベイ」をなすもの
であるが，表の示
すところではむし
ろ生産性，コスト
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表一1　職務再設計導入理由（％）
Reif　and　Schoderbeck（1966）
Wilkinson（1971）
Work　in　America（1972）
Birchall　and　Wild（1973）
Butteriss　and　Murdoch（1975）
Birchall　and　Hammond（1978）
Alber（1979）
Lupton　et．　aL　（1979）
生産性，コスト
　品質問題
?????????
人事問題　一
一アフセンアイ
ーズム，労働移
動，モラール ?????
　　　　　　　　　　各サーベイの詳細な内容については，J．E　Kelly（1982－c），　op，　cit．，
　　　　　　　　　　p．45の（注）を参照されたい。
　　　　　　　　　　出所：J．E．　Kelly，　Ibid．，　p．45．
あるいは品質問題といった「より伝統的問題」（35～67％）が「人事問題」（26～
51％）よりも目立っているとケリーは主張する⑯。
　（4）「職務不満の過度の強調」
　「古典理論」において，無断欠勤や労働移動の増大の原因は何よりも　「反復
的で断片的な職務」によって引き起される職務不満の増大に求められた。たと
えば，1972年のGMの新鋭工場での長期間にわたる「ローズタウン・ストライ
キ」はこの「古典理論」を支持する出来事として多くの論老によって強調され
てきた。けれども，ケリr・tlこよれぽこのストライキはベルト・コンベア作業へ
の若年労働老の「反乱」ではなく，実際の彼らの不満は生産ラインのスピード
などの労働条件に対する「伝統的な不満」であったaの。
　さて，「古典理論」が職務不満を強調する背後には，すでに物質的ニーズは
充足されているという仮定が存在する。しかし，ケリーによれぽ労使対立の原
因の統計分析は経済的・物質的ニーズが労使対立において支配的役割を占めて
いることを明らかにしているaSl。
　（5）「賃金一努力交渉（the　wage・effort　bargain）の無視」
　表一2に示されるように，賃金増大，労働力削減あるいは賃金支払い制度に
関して情報が得られた「職務再設計」の諸事例からのデータがケリーによって
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表一2職務再設計の諸事例における職務パ
　　ーフォーマンス改善のための外在的・
　　構造的メカ＝ズム導入割合
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表一3　職務再設計の諸事例における賃金上
　　昇と労働力削減の導入件数間の関係
割合 事例数
労働力削減
　　しなか　　　　　　合計した　　った
賃金上昇
刺激給制度
労働力削減
65％
63％
68％
93
45
121
賃金上昇した　　　　35　　12　　47
賃金上昇しなかった　11　　24　　35
合計　　　46　36　82
　　　　　　　　　　　　X2＝12．2，　pく．001
表一2，3の出所：J，E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．48．
集計されている。これによれぽ，「古典理論」が「内在的動機づけ」や「高次元
欲求」を強調しているにもかかわらず多くの「職務再設計」実践（65％）は賃
金の増大を伴っている。また労働力の削減が行われた事例数は121で，それは
労働力に関する情報が得られた事例総数の68％を占めていた。表一3は，労働
力削減と賃金増大の相関性を示している。
　こうした賃金と要員水準（manning　levels）における変更は，ケリーによれぽ
団体交渉の結果，すわちぢ「労働と資本との取引関係における調整」として説
明される⑲。「古典理論」は，賃金の増大を「内在的動機づけ」の増大に伴う職
務パーフォーマンス増大の結果として説明しようとするが，ケリーは「職務再
設計」を「雇用関係」という枠組のなかで捉え，この観点から「職務再設計」
に先立って行われる団体交渉によって新しい「賃金7努力水準」が決定され，
「職務パーフォーケンス上のその後の変革は，この取引関係の条件内での従業
員の義務の実現を示すClo」ものと解するのである。
　こうして，彼は「職務再設計」諸事例において賃金水準と制度の変更がパー
フォーマンス水準の変化に対して有する重要性は，「古典理論」が「内在的動
機づけ」を強調するがゆえに著しく無視されてきたが，パーフォーマンス水準
の変化を説明するに際して「外在的報酬」の果たす役割はきわめて重要である
と主張するのである。
　（6）「個人動機づけ（individual　motivation）の過度の強調」
　「古典理論」の主要関心は，「職務内容の関数」として分析される従業員動機
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づけの操作に向けられている。ケリーはこうした構想の限界を経験的かつ理論
的に確認している。
　経験的に多くの事例研究の示すところによれぽ，職務パ・一・一一フォーマンス，動
機づけそして職務満足とのあいだには明確な結び付きが確認されていないとケ
リーは主張している。なぜなら，「職務再設計」の結果，職務パーフォーマン
スの改善は報告されてはいるものの職務満足には変化がなかった事例や職務満
足の改善はみられたもののパーフォーマンスの改善をもたらすことができなか
った事例が存在するからである。
　このような確認から全ての従業員に類似の動機を想定する「普遍主義的
（universalistic）職務再設計論」の限界が指摘され，1部の論者によって職務特
性に対する個人の反応に差異が存在することを認める「個人差異仮説」が展開
されてきたが，ケリーによれぽこれらはいずれも経験的に反証され，今日では
「職務再設計に対する反応の一般的な心理学的相関性を発見することは困難で
あることが判明してきた」というeo。
　さらに個人主義的動機づけ構想は理論的には，自主的職場集団という，動機
づけとパーフォーマンスの「社会的決定因子」を無視している。つまり，賃率
切下げからの防御，職務保障の維持といったさまざまな目的で形成される職場
集団のパーフォーマンス規範の存在を「古典理論」は見逃している。
　（7）「相互利益命題」（mutual・bene丘ts　thesis）の非対称的分析
　ケリーは「古典理論」が雇用者と労働者との利害を和解させる可能性につい
てきわめて楽観的であると主張する。「古典理論」は「職務再設計」の結果，
一方で雇用者にはより高水準のパーフォーマンスを，他方で労働老にはより大
きな職務満足をもたらし，こうして労使双方の利害を同時に実現させると主張
している。けれども，ケリーによればこの「相互利益命題」は労働者・雇用者
利害の非対称的分析に基礎を置いている。つまり，「雇用者は生産性，コスト，
収益可能性といった経済的問題に関心を持ち続けているけれども，労働者のニ
ーズ（もしくは利害）は彼らの物質的ニーズがすでに充足されてきたがゆえに心
理学的領域にもっぱら集中しているとみなされている。OP」こうして，「相互利
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益命題」は「雇用関係」の経済的性格（賃金や「賃金一努力交渉」）を無視するこ
とによってはじめて可能となるのであるが，ケリーはこれを拒否して「職務再
設計」問題を考察するに際してその重要性を強調するのである。
（1）たとえば，E．L．　Trist，‘A　sociotechnical　critique　of　scientific　management’，　In，　M
　Lockett＆RSpear（eds．），　Organizations　as　Systems，1980，　pp．56－65を挙げることがで
　きる。
〔2）J．E．　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．19．
（3）これはドラッカー（P．F．　Drucker）の「ティラーリズム」に対する批判である。　cf，　J．　E．　Kel－
　ly　（1982－c），　oP．　cit．，　P．　4．
（4）」，E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．19．
（5）J．E．　KeIly（1982－c），　op．　cit．，　pp．19－20．この点を証明するものとしてつぎのような議長と
　テイラーとの遣り取りが引用されている。「議長：労働者が同一の活動を何度も繰り返し行うよ
　うになるように仕事を分割するというこの可能性は科学的管理の諸要素の1つではないのですか。
　　テイラー氏。その点は科学的管理と他のタイプの管理とは全く同じです。それ以上でもそれ以
　下でもない。その点に関する限り科学的管理では他のタイプの管理と全く同一の作業原則が用い
　られます。」（lbid．）
（6）J，E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　P．2L
（7）J．E．　Kelly（1982－a），　oP．　cit．，　P．76．
（8）J．E．　Kelly（1982－a），　op．　cit．，　p．79．
（g）　J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．22．
（10）　J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit，，　pp．23－24．
qDこの点は，後述されるように，とくに「流れ生産」における「職務再設計」を評価する際にき
　わめて重要な論点である。
a2）　J．　E．　Ke11y（1982－c），　op．　cit，，　pp．4－5．
（13）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　P。6．
q4）J．E　Kelly（1982－c），　oP．　cit，，　P．　x．
⑮　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．43－44．但し，ケリーもこうした批判が組織を「開放的」
　システムと捉える「社会・技術システム論」にはあまり妥当しないと述べている。
⑯　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．44．
aT　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．36．
⑱　ケリーはこのことを立証するものとして「英国雇用省の統計資料では，1950－76年全体を通し
　て公式に記録されたストライキ件数の約3分の2は賃金あるいは作業量のいずれかを主たる原因
　としていた」ことを挙げている〔J．E．　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．45．〕が，「イギリスでは雇
　用条件または労働条件に関係のない争議，参加人員が10人未満または継続期間が1日未満で損失
　日数が100労働日をこえない争議などは算入されない」（熊沢誠『日本の労働者像』筑摩書房，
　1981年，4頁）ことと，「職務不満」をめぐる争議の多くが「山猫スト」の形態をとることを考え
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　るとケリーの上記の指摘はあまり説得的ではないかもしれない。
⑲，⑳　J．E．　Ke11y（1982－c），　op．　cit．，　p．49．
（2D　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．51－52．
tl2）　J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．41．
III．　「新しい職務再設計論」（a　new　theory　of　job　redesign）
　　　の展開
　上述してきた「古典理論」批判は，ケリー自身の「職務再設計」に対する一
定の理論的フレームからの分析に基づくものであった。このケリーの理論的フ
レームは彼によれば「2つの主要な理論的伝統」を基軸として展開されてい
る（1｝。1つは，マルクス（K．Marx），テイラー，・ミルダマス（W．　Baldamus）の
「経済的利害対立の拠点としての雇用関係の分析」であり，こうした分析から，
ケリーは「雇用関係の経済的・構造的敵対性」，「雇用の手段的性格」，作業パ
ーフォーマンス検証の出発点としての「職務再設計」の「経済的・構造的分
析」の重要性（「心理学的分析」は2次的である）を確認する。他方で，もう1つ
の理論的伝統とは「条件適応理論」であり，彼はとくにラプトン（T．Lupt・n）
らの「マンチェスター学派」（Manchester　School）の研究を挙げており，こうし
た研究から，「普遍的原理」の否定と「中範囲論」的主張，生産システム，製
品市場，労働市場，労働者の価値観という変数の重要性を確認する。
　図一2が，以上の諸研究発想を1つの理論的フレームに統合したものであり，
ケリーはこの「新しい理論」が「職務再設計の起源（origins），メカニズムそし
て成果を説明する」であろうと考えるのである。
　この理論が示唆することは，「分業に関する経営者の行動は，主として製品
市場と労働市場における変化といった外部変数に対する反応あるいは現行の生
産システム，コントロールと報酬ならびに職務構造のファンクショニングおよ
びこれら諸要素の各々に対する労働者の反応に関するフィードバックとして構
想される内部変数に対する反応としてみなされる。②」
　ケリーによれぽ，この「新しい理論」を「古典理論」から弁別するつぎの3
つの重要な理論的特質が存在する③。第1に，ここでは経営者行動は労働力構
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　　　　図一2職務再設計の起源， メ力ニズムそして成果の新しい理論
（278）
コントロールと
@報酬制度
製品市場 経営戦略
労働者価値観
@と態度
生産システムと
@　分業 作業パ』フオーマンス団体交渉
労働者組織
労働市場 職務構造
　　　　　　　　　出所：J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．56，
成とその特徴における長期的変化への反応としてばかりか市場への反応とみな
されている。第2に，内・外の「変化を求める圧力」は経営者の「意思決定」
を通して取り除かれる。その際，経営者には何らかの選択の自由が存在しうる
のであって，「職務再設計」はそのうちの1つにすぎない。すなわち，製品市
場の変化に対応して経営者は製品レンジを拡大させたり，新しい生産技術を導
入するなどさまざまな意思決定をすることができるのであり，その際「職務再
設計」は広範な代替案のなかの1つにすぎないω。第3に，職務パーフォーマ
ンス上の変化の説明に決定的なものとして「内在的動機づけ」ではなくて「外
在的動機づけ」が強調される。
　しかし，ケリーは突如として以下の「仮説」なるものを提示する㈲。つまり，
　「（1）職務再設計の利用を促す要因が人事問題，すなわち低いモラール，無
断欠勤もしくは労働移動に関わっている限りで，古典的職務再設計論が措定す
るパーフォーマンス改善メカニズムがパーフォーマンスの改善を説明するであ
ろう。
　（2）職務再設計の利用を促す要因が他の要因，すなわち製品市場ないし生産
システムそれ自体に由来する限りで，もっと伝統的な報酬と統制システム，つ
まり職務構造，監督，給与，その他の統制手段がパーフォーマンスの改善を説
明するであろう。」
　とくに仮説（1）を挙げざるをえなくなったのは，後述されるように具体的な
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「職務再設計」方式を詳細に検討するに及んで，ケリーが展開した「新しい理
論」ではどうしても説明できない部分が生じたためであった〔6）が，彼は何故，
「人事問題」の場合に「古典理論」が妥当し，「経済的・構造的問題」の場合に
は彼の「新しい理論」が有効であるのかについては少しも論じていない。この
点は，さらに本稿の最後で取り上げて検討しよう。
　ところで，以下ではこうした仮説が具体的「職務再設計」形態の検討を通し
て吟味される。この場合，仮説検証の基礎とされるのは，これまでに公表され
てきた膨大な「職務再設計」の諸事例の包括的分析と検討である（7）。こうした
研究アプローチには，第1に公表されていない多くの「職務再設計」諸事例が
存在すること，第2に「職務再設計」の事例研究は「古典理論」のフレームワ
ークのなかで分析されているため，たとえ職務内容，生産性に関する情報は入
手しえても，伝統的な報酬・統制制度や職務構造⑧などに関する詳細な情報が
しぼしぼ入手できないこと，第3に事例研究の方法論的厳密さの水準が全体的
に低いといった限界があることをケリーは正当に認識し，「こうした検討から
引き出されるいかなる結論も試論的（tentative）でしかありえず，さらに多くの
批判的検定が行われねぽならない」と述べている（9）。
　以下で具体的な「職務再設計」形態を検討する際に「生産性改善の決定因
子」に焦点が置かれるが，この場合生産性は，ケリーによれぽ「労働者1人1
時間あたりの生産高」（output　per　man・hour）で測定される。「職務再設計」に
関連した「生産性改善」の方法には，1）「よりよく組織された方法での作業」
（＝作業方法の改善）と，2）「より集約的な作業」とがある⑩。さらに，2）に関し
ては「労働日のうちで実際に作業に費消される割合（努力水準）の増大」か「作
業速度（努力支出率）の増大」かのいずれかの形態をとるao。もし生産性が2）の
やり方で増大させられる場合には，これは「労働の強化」（intensification　of　la・
b・ur）であるどケリーは解するのである。
　さて，以下において展開される「職務再設計」方式は，「仕事の役割」（work
role）という弁別基準に従って3つのカテゴリーに区別されるa2）。第1は，既
存の役割に水平的役割を追加して仕事のフローライソ・システム（fl・wline　sy・
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stem）に影響を及ぼす「職務再設計」であり，ケリーはこれを「フローラィン
再組織」（flowline　reorganizat三〇n）と呼ぶ。第2のカテゴリーは既存の役割に水
平的役割と垂直的役割とを追加して作業役割の柔構造化を目ざすものでケリー
は「役割柔構造作業集団」（flexible　work　group）と呼ぶ。第3のカテゴリーは
既存の役割に垂直的役割を追加するもので「垂直的役割統合」（vertical　r。le
integration）と呼ぼれている。
　この場合，ケリーの3つの「職務再設計」カテゴリーは伝統的な名称，すな
わち「職務拡大」，「自律的作業集団」そして「職務充実」にほぼ相応する。け
れども，ケリーは「充実」や「自律的」といった一定の「価値を含意」してい
る用語の使用を排除し，実践に行われる仕事の役割上の変化をもっとも正確に
反映する新しい用語法を採用したのであるa3）。
（1｝J．E　Ke11y（1982－b），　op．　cit．，　pp．24－28．そこでは，マルクス，テイラー，パルダマスの
　「資本主義的雇用関係」の分析が行われている。「条件適応理論」については（1982－c），op．　cit．
　pp．52－55の説明にはじめて取り入れられた。
（2），（3）工E．Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．5Z
（4）この経営者の「意思決定」は図一2では「経営戦略」という変数で表されている。このことは，
　同一一の製品市場の変化に直面しても経営老の「動機」と「認知」の差異に応じて採択される戦
　略・意思決定が異なることを意味している。この変数の導入によって，従来の単純なif－then関
　数関係としての環境一構造の適合関係の定立は排除されているようセこ思われる。環境一構造の関
　係に経営者「意思決定」を取り込むことによって，「職務再設計」の事例研究の多くが企業に多
　大の利益をもたらすことを示しているにもかかわらず，何故「職務再設計」が大規模に導入され
　ていないのかが説明されうるように思われる。
（5）　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．57－58．
⑥　後述されるように，とくに「ホワイト・カラー労働者に関わる垂直的役割統合」で確認された。
　彼の（1982－b）の分析ではこの点は全く触れられてはいない。もっとも，そこでの分析は「フロ
　ーライン再組織」と「役割柔構造作業集団」の事例研究しか取り上げられていいない。
（7）この詳細な文献については，J．E　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　PP．62－64を参照されたい。
（8）これらはいずれもテイラーの「職務パーフォーマンス・モデル」から導き出されたもので，報
　酬とはこの場合「主として賃金」であり，統制とはパーフォーマンス基準や監督を，職務構造と
　は労働者の作業遂行方法を指す。c£J．E．　Kelly（1982－b），　op．　cit．，　pp．26－27．
⑨　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．59．
⑩　その他に生産性向上の方法には，長時間労働と資本装備（capital　equiplnent）の増大がある
　が，こうした方式は「職務再設計」とは直接関係しない。JE．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．
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（ID　J．E　Kelly（1982－c），　op，　cit．，　p．196．
a2）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit，　pp．60－61．
a3）cf・JE　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．　x，　P．144，およびP．146．
IV．　「フローライン再組織」
　ケリーの理解するところによれば，一般に「職務拡大」として知られる「職
務再設計」方式と不可分に結び付いて展開されてきた「課業設計理論」は「フ
n一ライン」の研究を基礎とするものであった。「フn一ライン」とは逐次的
に連結された労働部署（work　station）の連続を指すもので，通常（化学製品とは
異なり）別個の部品から成り，また部品と製品の双方が標準化されている製品
の生産に用いられ，従ってウッドワード（J．Woodward）の技術尺度では「大
量・大バッチ生産システム」と結び付く。ケリーが「職務拡大」と呼ぽずに
「フロ・一一ライソ再組織」と呼んだのも，この「職務再設計」方式が主としてこ
の「フローライン」の変革ないし再編成（「フローラィン」の短縮ないし廃止）に
結び付いて展開されてきたという認識を基礎とするものであった（1｝。事実，ケ
リーはこの「フローライン再組織」がこれまでに適用され，データが入手しえ
た事例（N＝58）の62％（N　＝36）が車両（vehicles）ならびに電器（electrical　ap．
pliances）という，製品組立に「フP一ライン」を大規模に採用している大量生
産産業であったことを示している②（表一12を参照せよ）。
　①　「フローライン再組織」の起源
　（a）「フローライン」それ自体の構造的問題
　「フPt・一ライン」は雇用者の観点からすれぽ，①相対的に安価な，熟練度の
低い労働力の雇用，②訓練に要する時間と費用の節約，③労働者の相対的に容
易な互換性，④労働生産性の著しい上昇といった長所を有し，自動車組立ライ
ンや家電組立部門を中心とする大量生産産業部門で大規模に利用されている生
産システムである③。これまでこの生産システムの構造上の利点が強調されて
きたが，この生産システムは同時に構造上の問題を内在化させていた。ケリー
によれぽ，この「フローライン」は「バランス・Pス」，「ハンドリング・ロス」
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といった「手待ち時間（idle　time）」を生み出すという構造的非効率性を有して
いる。一般にこれは「ライン・バランシング（line　balancing）問題」として知
られている。ケリーはとくに仕事のサイクル時間の極端に短い家電製品組立部
門にこの問題の重要性を見出し，「労働者のサイクル時間の増大を求める，組
立ラインの構造と機能に内的な経済的根拠が存在する」と主張する④。
　（b）製品市場圧力
　「フローライソ」は製品の量産化を前提としているが，このためには一旦ラ
インが設置されるやある一定期間（たとえぽ，数ヵ月間）生産量，生産速度，日
程計画（scheduling）に何ら変化がないことを要請される。つまり，一定の生産
継続性（pr・ducti・n　runs）が保証される必要がある（5｝。この意味で，この生産シ
ステムの硬直性が指摘されうる。
　ところで，家電製品は1950年代後半以降製品市場の飽和と競争の激化という
状況のもとで多様な消費老選好に応えるために製品レンジ（product　range）の
拡大を追求した⑥。この製品多様性の増大は生産継続性の期間の短縮を意味し
ていた。さらにこれは，段取替時間に要する時間を含む「手待ち時間」の増大
を意味し，それは「労働生産性」の減少に帰結した。
　こうして，ケリーは「組立ラインの硬直性がますます市場の要件と矛盾する
ようになってきた」ことを確認するとともに，このような生産システムの要請
と市場の要請との矛盾が増大するなかで雇用者側によってとられたさまざまな
戦略（7）の1つが，「フP－一ライン」の短縮ないは廃止（＝個人組立作業方式）を通
して生産システムの柔軟性（flexibility）を高めようとする「フP一ライン再組
織」であったと主張するのである。
　（c）「行動的起源」
　たとえぽ，A・フリードマソ（A。　Friedman）らの研究者はこうした「職務再
設計」を，断片化された反復的作業に対する労働老の抵抗ないし戦闘性（mili・
tancy）の高揚への「経営老の対応」（managerial　response）と捉えている（8）。
　ところが，ケリーによれぽこれまでに行われてきた「フローライン再組織」
の件数をみると，圧倒的に車両（N＝5，8％）より電器（N＝31，48％）の方が多
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いことがわかる（表一4参照）。彼によれぽ，イギリ
スの場合自動車産業においては組合組織率（union
density）は90％以上と高く争議件数も相対的に多
いけれども，家電産業の場合は組合組織率は相対
的に低く，婦人労働者の割合が高く争議件数も相
対的に低い。こうした点から，ケリーは「フロー
ライン再組織」が「『労働老の抵抗を静める』た
めに導入されてきたことを示唆するものは職務再
設計の事例研究にはほとんどない。……そのよう
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表一4　産業分類ごとの「フロ
　　ーライン再組織」件数
産業分類陣件数
??????
??
??? ??? ?
1
総事鮒列64
出所：JE．　Kelly（1982－c），
　　op．　cit．，　P．74．
な革新はコンフリクトや闘争というよりは構造的問題への対応である……」と
主張する（9｝。
　（d）「職務不満」の重要性
　産業心理学者の多くは組立ラインの問題を低い職務満足の問題とみなしてい
る。けれども，「フローライン再組織」の諸事例の分析の示すところによれぽ，
データの入手しえた諸事例（N＝40）のうち30（75％）の事例が，この「職務再
設計」実践を促した「主要問題」として「人事問題」（労働移動，無断欠勤，モラ
ール）ではなく「構造的問題」（「フローラィン」の非効率性，「生産と流通の矛盾」）
を挙げていることをケリーは統計的に確認している⑩。そして「たとえどんな
に従業員のモラールの状態が悪くとも，……ここで定義されたような生産問題
に結び付いて始めて雇用老の対応が生ずるように思われる。労働移動と無断欠
勤はその水準，新規募集の容易さや費用……に依存して逆機能的であるかもし
れないが，利潤の生産もしくは実現はそれが資本主義体制のまさに存在理由に
打撃を与えるが故にいつも真剣に受け止められるであろう」と述べているao。
　以上の検討から，ケリーは「フローライン再組織」の起源に関して以下のよ
うに結論づけるのである。すなわち，「フローライン上の職務不満の心理学的
強調は事務労働老のあいだで見出されるテーマの過度の一般化az）であり，電器
（およびフローライン原則を用いて作られる他の製品）の資本主義製造企業が直面し
ている構造的問題の重大な歪曲である。・…・・フP一ライソ上の職務再設計は高
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表一5　「7ローライン」と個人組立作業方式に
　　おける生産時間
【・人のライ・暉甥妾
（284）
実際の単位生産時間
非・生産的時間
パラソス・ロス時間
平均総生産時間
1．39
0．30
0．08
1．77分
1．39
0．10
0．00
1．49分
　出所：J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．7g．
より高度の柔軟性を生み出すことになるqel」と。
　②　「生産性増大」のメカニズム
　「フローライン再組織」において生産性はいかなるメカニズムを通して増大
するのであろうか。ケリー自身新たに1章を割いてリヴァプールにある，ミニ
チュア自動車を作っているおもちゃ会社での作業組織再編成のひじょうに詳細
な事例研究を報告して，このメカニズムを明ら々・にしているq4が，ここではケ
リーによって紹介されているコナント（EH．　Conant）とキルブリッジ（M．　D．
Kilbridge）の事例研究から解明しよう。
　彼らの事例研究の対象とされた作業組織の変革とは，家庭電器製品を組み立
てる，6人の労働者からなる「フローライン」が廃止され，以前には6人で行
われた集団課業を1人の労働者が全て行うという個人組立作業方式（individual
assembly）へ転換されたものであった。同時に集団メンバーは1人削減され，
こうして5つの個別労働部署からなる作業労働が編成された。表一5が示すよ
うに，変革前の6人のラインでは平均生産時間は1．77分で，そのうちの0．38
分（全生産時間の21．5％）が「不活動」時間，あるいは製品移動（product　handling）
や工具の準備（tool　setting）などに費消された「非生産的」時間であった。
　さて，「6人のライン」から「個人組立作業方式」への転換によって，労働
者の仕事上の相互依存性が除去されたことにより「バランス・ロス時間」（＝
「不活動」時間）は除去され，さらに「非生産的時間」の3分の2が除去され，そ
の結果全体の生産時間は，1．77分から1．49分へと，従って15．・8％短縮された。さ
らに1人の労働老の削減に伴い労務費は19，900ポγドから16，　762ポソドに，
い労働搾取率を確保するために，
そして大量生産と製品市場の多
様性・変動性とのあいだの矛盾
を克服するために展開される一
連の戦略の1つとみなされる。
組立ラインの短縮ないし廃止は
市場要件に適合させるに十分な
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従って15．8％削減された（この数字は，196G年のキルブリッジの研究によるという）。
　ここで今労働者の作業時間を8時間（480分）と仮定すると，「6人のライソ」
では労働者1人あたりの生産高は，480÷1．77＝＝271単位であり，ラインあた
り生産高は271×6＝1，626単位である。ところが，個人組立作業方式では労働
者1日あたり生産高は480÷1．49＝322単位で，5人の労働者の生産高は，322
×5＝1，610単位である。つまり，労働生産性が20％増大したことを意味してい
る。ケリーによれぽ，このうちの14％（生産性増大の70％）は，作業方法の改善
（「フローライン」から「個人作業方式」への転換，rMTM」（Methods　Time　Measure．
ment）技法（＝作業測定技法）の利用による作業方法の改善，原材料供給の改善）に
よるものであり，これまで「非生産的」に費消されていた労働と時間を「生産
的」労働と時間に置き換えることによってもたらされたものであり，この生産
性増大部分は労働者側の直接的努力支出の増大を何ら伴うものでない。しかし，
残りの6％（生産性増大の30％）はこれまで「バランス・ロス」に伴って生じ
た「不活動」時間であり，この生産的費消は努力支出の直接的増大を伴う。こ
の増大部分に彼は「労働強化」を認めるのである。この「労働強化」を可能な
らしめるものがケリーによれば「賃金刺激」である。つまり，「フP一ライン」
の短縮ないし廃止は個人の業績と報酬とのあいだのより密接な結び付きを可能
とさせ，この賃金刺激の存在によって「より高いパーフォーマンスへの障壁」
が取り除かれたのだとケリーは解するのである。
　事実，ケリーはこれまでの「フローライン再組織」実践のうちで賃金制度に
っいてのデータが得られた11の事例のうち，個人ボーナス制（N＝3），集団ボ
ーナス制（N＝＝4），そして個人出来高制（N＝2）という賃金刺激を導入した諸事
例の平均生産性上昇率は37％であったのに対して，残りの時間給を採用してい
た2つの事例の生産性上昇率が2％と0％であったことを確認している⑯。
　さて，表一6が示すように「フローライン再組織」の諸事例の大多数は労働
力削減を伴うけれども，職務喪失比率は表一7から明らかなように15．6％（1事
例あたり2．2の職務）であり，これは他の「職務再設計」方式（「役割柔構造作業
集団」＝26．8％，「垂直的役割統合」＝25．3％an）に比してわずかであることを明らか
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表一6「フローライン再組織」の諸事例に
　　おける労働力削減件数
譲甥削譲魏削緻
事例数 20 8 28
表一7　「フローライン再組織」の諸事例に
　　おいて再設計された職務数と削減さ
　　れた職務数
再設計され　　　削減され　　　　　　　　　　　　事例総数た職務数　　　　た職務数
250 39 18
表一6，7とも出所：J．E．　Kelly（1982－c），　oP
　　cit．，　P．　86．
表一8　「フローライン再組織」後の不良品
　　の平均減少率
減少率　事例件数
労働者が品質検査に
責任がある場合
労働者が品質検査に
責任がない場合
75．0％　　8
50．0％　　　4
出所：J．E．　Kelly（1982－c），　op　cit．，　p．　87，
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にしている。ケリーによれぽ，「生産
過程から除去される労働力の量はある
程度製品市場の状態と生産全体が停滞
しているのか拡大しているかどうかに
依存している。しかし，ここで生産性
は労働力の削減がない時ですら増大し
うるという事実は，他の職務再設計方
式に対してフローライン再組織におけ
る労働力削減の重要性が少ないことを
説明する」aSlと主張するのである。
　さて，「フロー一ライン再組織」では
労働者はしばしば製品やサーヴィスに
対する何らかの責任を引き受けること
を求められる。「課業設計理論」，とり
わけ「職務特性モデル」は従業員に自
己の仕事に対する結果責任（accOunta－
bility）を持たせることが品質の改善に
結び付くと主張している。けれども，表一8が示すようにこの主張は支持されな
い。「製品品質における（統計上有意ではない）25％の差異以上に印象的である
ことは，品質検査に対して労働老が責任を持たない時ですら，50％の改善が見
出されたことである。⑲」これはどのように説明されうるのであろうか。
　ケリーは，「フローライソ再組織」における作業役割の個人割当に注目する。
つまり，品質上の欠陥が生じた時に誰がこの誤りを行ったのかを管理者側は容
易に確認しうるCl⑪。これは管理者側が「誰が何を行い，何に責任があるか」を
正確に掌握しているからに他ならない。こうした労働老の結果責任の増大と管
理・監督者層の労働に対するコントロールの増大がこの品質改善を説明すると
ケリーは主張する。
　（3）「テイラーリズム」との関係
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　1部の研究者たちは「職務再設計」実践を「新テイラーリズム」（neo・Tay－
lorism）とみなしている⑳が，ケリーはこのような「職務再設計」の諸形式に
おけるきわめて重要な差異を無視して，「職務再設計」全体に一括した評価を
与えることを拒否する。けれども，この「フローライン再組織」に関しては，
すでに確認したようにこの「職務再設計」方式が「労働過程の個別化（indivi－
dualization）」，作業・方法研究の利用，賃金刺激制度の活用，管理者のコソトロ
ールの増大を通して労働生産性を向上させようとしている限りで，ケリーは，
これが「テイラーリズム」と矛盾するものではないし，まさに「ティラーリズ
ムの現代的適用」（contemporary　application　of　Taylorism）をなすものと主張す
るのであるen。
（1）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．65．「フローライン再組織」について，ケリーは「製品褻
　造ないし組立あるいは文書加工における逐次的・水平的役割の短縮ないし廃止」（lbid．，　p．61．
　傍点は引用者による。）と定義している。「フローライン再組織」が主として「流れ生産」作業組
　織に関わっているため，当初「流れ作業組織再編成」なる訳語を考えたが，あまりに適用職種が
　限定されるため，そのまま「フローライン再組織」とした。
（2）JE・Kelly（1982－c），　op．　cit．，　P，14L
（3）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．70．
（4）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．72．
（5）J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit，，　p．73．
（6）ケリーによれば，1963年にイギリスの家電メーカーは洗濯機，テレビといった40の基本家庭電
　器（basic　apPliances）に3，000以上のモデルを生産していたという。　cf．　J．E．　Kelly（1982－c），
　op．　cit．，　p．72．
（7）たとえば，工場ごとの製品特化あるいは「イングリッシュ・エレクトリック社が自社とEMI
　社のためにリヴァプール工場で洗濯機を製造し，EMI社は両社のためにスコットランド工場で
　冷蔵庫を生産する協定」の締紬さらには最低限1日以上の生産継続性が得られるまで受注を棚
　上げさせたりする「受注の合理化」（おもちゃ工場の例）などの実例があげられている。cf．　J．E．
　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．72，　p．96．およびJ．E　Ke11y（1982－b），　op，　cit．，　p．40．
（8）　工E　Kelly　（1982－c），　op，　cit．，　p．74，
（9）　工E．Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．75．
⑩　工EKelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．75－76．
aD　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．77．
a2）ケリーのデータによれば，「フローライン再組織」の導入を決定した問題に関して，製造業の
　場合には「構造的問題」（N＝27）の方が「人事問題」（N＝5）よりずっと多かったのに対して，
　事務作業では前者（N＝3）の方が後者（N＝5）よりも少ないという。cf．　J．E　Kelly（1982－c），
150　明大商学論叢 （288）
　op．　cit．，　p．　77．
⑬　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．78．
aのJ．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，「第5章，トィジット社での単位組立作業方式（unit　assem・
　bly）の導入」，とくにpp．10G－106に詳しい。同じ事例研究は（1982－b）にも簡略化した形では
　あるが報告されている。cf，　J、E　Kelly（1982－b），　op．　cit．　pp．41－42．
aS）以下の「コナント＃キルブリッジの研究」は，　J・E・Kelly（1982－c），　oP・cit・・PP・79－80を参
　照した。
⑯　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．84．
㈲　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．193．
a8）J．E．　Kelly（1982－c），　op，　cit．，　p．87．
⑲　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．88．
¢①　このような結果責任は，いくつかの事例では各労働者が作った製品に個人スタンプ（personal
　stamp）を押すことによって公式化され，強化されるという。　cf．　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，
　P．199・
＠Dとくに，フランスの社会学者，モントモラン　（Montmollin，　M．　de．）の議論であって，そ
　の場合ケリーによれぽ，彼の論拠は両者が生産性と調租ご関心をもっていること，個人主義と合
　理性という類似の構想を用いていること，そして精神的・肉体的分業を受容していることであっ
　たという。しかし，ケリーは彼の分析はあまりに抽象的すぎると批判している。cf．　J．E　Kelly
　（1982－c），　op．　cit．，　P．　189．
⑳　J．E　Kelly（1982－c），　op，　cit．，　pp．108－109．
V．　「役割柔構造作業集団」
　「役割柔構造作業集団」は，一般には「自律的作業集団」として知られてい
る「職務再設計」方式であるω。ケリーによれぽ，「イギリスのタヴィストック
人間関係研究所とノルウェーの労働調査研究所（the　Work　Research　Institute）
によって行われてきた，社会・技術システム論適用の古典的研究は一見すると
多様な産業に及んでいる。つまり，炭鉱，化学，製紙，金属加工そして電器が
これである。しかし，最後に挙げた電器を除けぽ，これらのすべての産業は連
続的・装置産業（continuous－process　industries）とみなされうる。（2）」こうして，
ケリーはこの「役割柔構造作業集団」の展開がウッドワードの技術尺度によれ
ぽ「多目的プラントによる化学製品の断続的生産」（chemicals　in　batches）と「液
化装置による液体，気体，結晶体の連続生産」（fiow　production　of　liquids，　gases
or　s・1id　shapes）とからなる「装置生産」と結び付いていると解するのである。
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　この「役割柔構造作業集団」とは特定の役割を特定の個人に割り当てるとい
うよりは，ある1まとまりの課業を集団に割り当て，この集団の「基本的課業」
（the　primary　task）を達成するために必要とされる時と場所に柔軟に集団内資
源を割り当てることを可能とすることをその特質としている。ケリーはこれま
での「自律的作業集団」の事例研究の分析から，「経済的命令（economic｛m・
peratives）が最高であり」，たとえぽ（ダーラム炭鉱，インドの紡績業の実験のよう
に）「自律性」が雇用老の「経済的要求」と激しく衝突したり，あるいは（ノル
ウェーの実験，とくに線材工場の実験のよ5Vこ），何ら利益を雇用者にもたらさなか
った」ところでは「自律性」が縮小されたことを確認するとともに，「こうした
諸事例においてより高水準の生産性を達成する手段となったのは，自律性とい
うよりも役割構造柔軟性（fiexibility）である」と主張している（3｝。彼が「自律
的」という接頭語に代えて「役割柔構造的」（flexible）としたのもこのためであ
った。
　（1）「役割柔構造作業集団」の起源
　ケリーは第2次大戦後の連続的・装置産業の発展，とくに化学と紡績産業の
製品市場における競争の激化に注目している（4）。
　たとえぽ，第2次大戦後もっとも急速に成長を逐げた産業の1つである化学
は世界的規模での競争と需要拡大を背景に，より高い生産性と規模の経済を目
ざして巨額の投資プログラムを断行した。その結果，1960年代後半には世界的
過剰生産能力が顕在化した。たとえぽ，1963－69年のあいだに製品価格は年平
均1．5％しか上昇しなかったのに，賃金は年平均7．5％も上昇したという。ケ
リーによれぽ紡績業も事情は同じであった。こうした製品市場における競争の
激化とコスト上昇という経済的条件のもとで各企業はさまざまな反応を示した。
ある企業は新市場への参入をはかり，また別の企業は既存の市場でコスト，場
合によってはコスト以下で製品を販売し，また別の企業はさらに一層コストを
低減させる方法を模索した。こうした反応のうちの1つが「職務再設計プログ
ラム」であったとケリーは解している。
　②　「生産性改善」のメカニズム
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　（a）作業量（workloads）の不均等性の除去
　すでに前述したように「役割柔構造作業集団」はとりわけ「連続的・装置生
産システム」と結び付いて展開されてきた。ケリーによれぽ，この生産システ
ムの重要な特質は「高度の工程不確実性」（high　process　uncertainty）にある〔5）。
つまり，この生産システムでは生産過程における短期的かつ瞬間的な変化は事
前には決して正確に予測されえないのである。しかし，この生産過程の変化は
その矯正のために作業員の迅速な介入を要求する。「役割柔構造作業集団」の
創造はこうした生産過程から生ずる変動性ないし不確実性が可能な限りその発
生箇所に近いところで制御されることが意図されている。ケリーによれぽ，
「こうした諸事例におけるr変動性』の存在は個人を基礎とする作業量の厳密
な割当を困難にしている。1部の労働者はひじょうにハードな作業に駆り立て
られるのに対して，他の労働老は『リラックスし』ている。テイラーの指示し
た義務の正確な割当は不可能であろう。社会・技術システム論研究者が提示し
た解決策とは分析及び活動単位として個人から集団への転換をもたらすことで
あった。というのは，そのことによって生産における変動性が集団構成員間で
等しく配分されうるからである。」〔6）けれども，ケリーによればこのような集団
作業それ自体は労働生産性向上の可能性を生み出すものではあってもこれを保
障するものではない。この可能性を現実化するためには，労働力の流動化を通
して「労働強度の増大」を可能とさせるメカニズムが必要であるとケリーは主
張する。賃金の増大と労働力の削減がこれである。
　（b）賃金の増大
　「役割柔構造作業集団」について賃金水準と生産性のデータが入手しえた諸
事例（N＝35）のうち25（83％）の諸事例において賃金の増大が確認された（7）。
さらに表一9が示すように，労働力の削減が行われた25の諸事例では全て残りの
労働者にとっては賃金の増大を伴い，また11の諸事例では労働力の削減を伴う
ことなしに賃金が増大している。賃金の増大と労働力削減とを同時に伴う25の
諸事例のうちで労働組合に関する情報が得られた19の諸事例についてみると，
18の諸事例で労働組合に工場従業員は組織されており，わずか1事例のみ労働
　（291）
表一9　「役割柔構造作業集団」の諸事例に
　　おける労働力の削減と賃金増大
労働力削減
あり　　なし
　　　　　あり賃金増大
　　　　　なし
﹇?2 ?「?1
（注）53事例のうち12事例は不十分なデータ
　　のため削除された．Fisher’s　p；0．006
出所：J．E　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．134．
表一10変更された職務次元の関数として
　　　の平均的生産性上昇率
変更された
職務次元数
生産性
上昇率 事例数??
???? 22．0％
28．0％
?
出所：J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．135．
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組合はなかった。他方，労働力削減を
伴わずして賃金が増大した11の諸事例
のうち情報が入手しえた9の諸事例全
てで労働組合は存在していた⑧。
　しかし，これに対して賃金の増大は
生産性向上の結果であって，その原因
ではないとする反論が当然のことなが
ら予測されうる。こうした主張は，職
務内容の変更→労働者動機づけ→生産
性向上→賃金の増大という仮説に立脚
するものである。そこで，ケリーはこ
の仮説を反証するために労働者動機づ
けに関する証拠に注意を向け，生産性
増大を「自律性，課業全体性，多様性，責任……」といった変更された職務次
元の数の関数として検証している。表一10がこれである。ケリーによれば，「動
機づけ（それゆえ生産性）における改善が変更された職務次元の数と相関すると
いう仮説に関して，表一6．4（本稿では，表一10）に示される結果は動機づけを基
礎とする説明とは整合しない。⑨」
　こうして，ケリーは「内在的動機づけ，職務パーフォーマンスそして職務態
度における変化のあいだに，ある相関関係が存在するという古典的職務再設計
論の主張」は支持することはできず，「役割柔構造作業集団から生ずる（生産性
という観点から測定される）パーフォーマンス増大は再設計された職務から直接
に生ずるr内在的動機づけ』の改善というよりはむしろ賃金支払い水準と要員
水準の，交渉に基づく変更（negotiated　changes）によるものであろう」と結論
づけるのであるω。
　（c）労働力削減の役割
　表一9から明らかなように，「役割柔構造作業集団」の諸事例（N＝＝41）は労働
力削減が行われた諸事例（N＝25，61％）と労働力削減が行われなかった諸事例
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表一11変更された職務次元数の関数とし　（N＝16，39％）とが混在している。では，
　　　ての平均品質改善　　　　　　　　　　　　　　　　　　「役割柔構造作業集団」において高水
叢霧識品鰍善率事騰勤生産性を達成しようとすれぽ労働
　　2－3　　　　40°0％　　　8　　力の削減はどの程度本質的要件をなす
　　4－5　　　　　　31．3％　　　　　5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　のであろうか。
　出所：J．E　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．140．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケリーは事例研究の比較検討から，
労働力削減の果たす役割が生産システムの性質によって異なると主張している。
つまり，たとえぽ化学，肥料のように，生産システムがそれ自体すでに技術能
力水準近くで稼動し，かつ作業員の努力水準の変化が生産性に影響を及ぼしえ
ないようなところでは，生産性増大のためには労働力削減が必要不可欠である。
つまり，労働力削減を伴わずして生産性の改善は予測しえない。これに対して，
たとえば炭鉱，紡績のように，生産システムが技術能力水準以下でしか稼動し
ておらず，かつ作業員の努力水準の増大が生産性を増大させうるようなところ
では，労働力が削減されない場合にも生産性は増大しうる。ここでは，労働力
の流動化ないし役割柔構造的展開が賃金刺激と結び付いて生産性を増大させう
るのであり，その結果「労働力削減を可能にさせる」のである⑪。
　（d）品質の改善
　今，もし仕事の質に関する情報の入手しうる諸事例を職務内容上重要な変化
を含むものとそうでないものとに区分するならば，表一11に示されるように，
諸事例の2つの集合における品質改善状況を比較することができる。表は，変
更された職務次元の数に関わりなく，仕事の質にかなりの改善がみられたこと
を示している。つまり，職務内容上の変化が品質改善に重要な影響を及ぼすと
いう主張は支持されない。「フローライン再組織」の場合には品質の改善は管
理・監督者による労働老可視性（visibility）と労働者の結果責任との増大に求
められてきたが，ケリーは大多数の諸事例について不十分な情報しか存在しな
いことを認めながらも，賃金刺激が製品の量だけでなくその品質にまで拡大さ
れたことに，この「役割柔構造作業集団」における品質改善の原因を求めてい
るG2）。
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表一12職務再設計技術適用産業の範囲
産　業※－1
職覇設計方式 m（F粛罷蜘艦1面1（，讐謙鰭騰臥）
金属，炭鉱，繊維，化学，食品，
ガラス，製紙
電器，車両，製靴，被服
保険，小売り，輸送，通信
工作機械，楽器，家具，その他
　　　　　計
1
????????
1
???
?????
　※－1　この産業分類がいかなる基準に基づくものであるのかについて，ケリーは明らかにして
　　　　いない。
　　　　x2＝3L　6；　pくO．001
　出所：」．EKelley（1982－c），　op　cit．，　p．141．
　（3）「テイラーリズム」と「役割柔構造作業集団」
　「科学的管理」の原則と実践は，「仕事の事前の計画化と割当が可能であり，
作業量における大規模かつ不規則な変化がめったに生じないような産業条件」
のもとで展開されてきた。表一12が示すように，「テイラーリズムの現代的適
用」として分析された「フローライン再組織」は，ケリーによれぽ比較的少数
の産業部門に集中し，電器・車両等で全ケースの62％を占めている㈱。これに
対して「役割柔構造作業集団」適用産業の分散化の程度は一見はるかに大きい
ように思われる。けれども，ケリーは「連続的ないし準連続的装置生産」を基
礎とする金属加工，炭鉱，紡績，化学，食品，ガラス，製紙産業に適用された
事例数は事例総数の41％を占めていると述べている（14。このような産業におけ
る作業条件はテイラーに「科学的管理論」の基礎を提供してきた作業条件とは
異なる。つまり，すでに確認したように生産過程から生ずる不規則かつ短期的
変動性の存在によって個人を単位とする義務と作業量の厳密な割当が困難にな
っているからである。
　こうして，ケリーは「役割柔構造作業集団は科学的管理のある特質（個人を
単位とする仕事，結果責任の割当と給与支払い）を放棄したが，しかしそのことは
科学的管理の原則がその明示的目標を達成する際にあまり有効でなくなる制約
的産業条件に直面した限りである……結論として役割柔構造作業集団は製品な
いし工程不確実性という条件のもとで労働を組織化する新しいr唯一最善の方
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法』としてみなされるであろう。集団作業と仕事の柔軟な割当はこの職務再設
計形態を古典的な科学的管理から弁別するのに十分である㈱」と結論づけるの
である。
①　ケリーによる「社会・技術システム論」ならびに「自律的作業集団」の評価は以下のものが詳
　しい。J．E．　Kelly（1978－c），　op．　cit．　pp．1069－1099．
（2）J．E　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．111．
（3）J．E　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　PP．125－127．および（1978－c），　oP．　cit．，　PP・1079－1080・
（4）以下の説明は，J．E．　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　PP．116－119によるものである。
（5）J．E．　Kelly（1978－c），　op，　cit．，　p．1081．
（6）　工EKelly（1982－c），　op．　cit．，　p．120．
（7）J．E，　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．133．この35の事例に生産性データを報告していない18の
　事例を加えても（N　・53），賃金増大事例の割合は類似の数値（82％）を示したという。c£，　Ibid
（8＞J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．134．
（g）J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．135．
aO）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．136．
（1D　J．E．　Ke11y（1982－c），　op．　cit．，　p．139．
q2｝J．E．　Kelly（1992－c），　op．　cit．，　P．14e・
a3）J．E．　Kelly（1982－c），　oP．　cit．，　P．141．
⑭　J．E，　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．142，残りの59％において，「高度の工程不確実性」の存在
　しないような産業条件，家具，車両，電器等の産業にもこの「役割柔構造作業集団」が適用され
　てきたことも事実である。しかし，ケリーによれば「この問題に関して判断を行うには不十分な
　データしか存在しない。いずれにせよ，労働力の流動化は生産性を向上させるに際して重要な要
　因ではなかったことは示唆することはできる」と主張されている。cf．　J．E　Kelly（1982－c），
　OP．　cit．，　P．　143．
⑮　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit，　p．142－143．　同様の指摘はつぎのものにもみられる。　cf．
　（1978－c），op．　cit．，　p．1083とp．1095．
VI．　「垂直的役割統合」
　「垂直的役割統合」とは，すでに確認したようにハーツパーグの「職務態度
の2要因論」を理論的基盤とし，具体的「職務再設計」方式としては一般に
「職務充実」として知られるものである。周知の如く，「職務態度の2要因論」
はハーツパーグによって行われた，ピッツバーグの203人の技師と会計士とい
う「ホワイト・カラー労働者」の面接調査を基礎に展開されてきたものであっ
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　　表一13職務再設計諸事例のホワイト・カラー／ブルー・カラー別分類
ブルー・カラーホ・イ・・カラー e轡5蠕舘ワ
「垂直的役割統合」
「フローライン再組織」
「役割柔構造作業集団」
????? ?ー??? 48％
23％
14％
出所：JE．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．62．
た。これによれぽ「達成，承認，仕事それ自体，責任そして昇進」という「動
機づけ要因」に働きかけることによって生産性の向上が可能となるのであり，
この意味で仕事のコンテクスト（context）よりも仕事の内容に配慮さるべきこ
とが強調されたω。このハーツパーグ理論を基礎として展開された「職務充実」
（彼の用語法によれば「垂直的役割統合」）は，組織階層構造における義務や責任の
下方への委譲を意味するものとケリーは解するのである〔2｝。
　（1）「垂直的役割統合」の起源
　「垂直的役割統合」は他の「職務再設計」方式と比較してホワイト・カラー
労働者への適用事例が際立って多いことをその特徴としている（3）。表一13は，こ
の「垂直的役割統合」諸事例の半数近く（48％）がホワイト・カラー労働者に
適用されてきたことを示している。確かにこの「職務再設計」方式はブルー・
カラー労働者にも適用されてきたことも事実であるが，ケリーによれぽその適
用事例はきわめて広範な産業への分散を示し，「その起源を見出すことは困難
である」という㈲。そこで，彼は「ホワイト・カラーと事務作業」に焦点を合
せてその起源を探索している。
　第2次大戦後，先進国とりわけ合衆国では高い大学進学率（1965年，38．8％→
1975年，42。1％）を記録し，いわゆる「高学歴化」が進行した。しかし，そのこ
とは同時にホワイト・カラー労働者に対して雇用者が要求する「職務参入資格
要件」（job　entry　requirements）のより急速な上昇をもたらすものであった。こ
うした資格要件の上昇はホワイト・カラー労働者が実際に遂行する職務パーフ
ォーマンス要件とは不釣合なものであった。なぜなら，ケリーによれぽ製造現
場では技能要件の増大を必要とする技術進歩がみられたものの，事務労働には
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　　表一14　ブルー・カラー労働者／ホワイト・カラー労働者別の「垂直的役割
　　　　　統合」実施理由（事例数）
人事（欠勤，転
職，モラール）
生産（生産性，
　コスト） その他
ブルー・カラー労働老
ホワイト・カラー労働者
　　　合　計
?????? ?????
1
???
出所：J．E，　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．155．
そのような過程はほとんど存在しなかったからである⑤。
　さて，戦後一貫して「公務員などの非産業的雇用の拡大ならびに産業組織内
の経営的，管理的，技術的，事務的スタッフの増大」に伴い，ホワイト・・カラ
ー人口は膨張を続けてきた。しかし，とくに事務部門の生産性は工場部門の生
産性に比して著しく低い水準にあった。この低い生産性向上を上回る形で事務
労働者のコストは上昇した。たとえぽ，金融・保険業において1950年と1970年
のあいだにホワイト・カラーの給与は年平均6．3％も上昇したのに，生産性の
伸びはわずか1．9％でしかなかった〔6）。
　こうした状況を背景として急速に間接部門の「合理化」に対する関心が高ま
り，事務労働の生産性を向上するために「作業測定技法」などが大規模に利用
され，その結果事務労働の断片化・機械化が急速に進行することになった。こ
うした「合理化」は一方での「職務参入資格要件」の上昇と他方での職務パー
フォーマソス要件とのギャップを著しく拡大させ「過剰資格」（。ver・quali丘catiQn）
問題を顕在化させ，これが「人事問題」を発現させることになった（7）。表一14
は，「垂直的役割統合」が導入された理由は，それがホワイト・カラー労働者
に適用される場合には「人事問題」を挙げる事例の数が多く，これに反してブ
ルー・カラー労働老の場合には依然生産問題が多かったことを示している。
　（2）生産性改善メカニズム
　ケリーは「垂直的役割統合」における生産性改善メカニズムについて，とく
に賃金の増大と労働力削減についてこれまでに行われてきた事例研究からのデ
ータに基づいて検討している。表一15は，生産性データを入手できた26事例の
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　　表一15　「垂直的役割統合」の諸事例における賃金増大と労働力削減との
　　　　　間の関係（N　・26）
労働力削減
　あり
労働力削減
　なし 不明 合計
賃金増大あり
賃金増大なし
　　不明
　　合計
????? ??? ー???? ??????????
出所：J．E　Ke11y（1982－c），　op，　cit．，　p．164．
表一16　「垂直的役割統合」の諸事例における賃金増大と労働力削減の関
　　　数としての平均的生産性上昇率
N N
労働力削減あり
労働力削減なし
　　不明
　　合計
49．5％
2．0％
15．0％
11　　賃金増大あり
8　　賃金増大なし
7　　　　不明
26　　　　合計
22．0％
18．3％
13．5％
??????
　但し，U＝2，　p＜0．001　　　U＝lns．
出所：J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．165．
「垂直的役割統合」における賃金の増大と労働力削減の発現状況を示している。
これによれぽ，労働力削減と賃金の増大の両方を含む事例は5事例のみであり，
26事例のうち少なくとも12事例（約半数）では労働力削減と賃金の増大の双方
もしくはどちらか1方を伴っていた（8）。さらに表一16は，生産性増大に対して
労働力削減と賃金の増大のどちらがより重要な作用を及ぼすのかを示している。
これによれば，明らかに賃金の増大よりも労働力削減の方が相対的にかなり高
い生産性改善と結び付いていることが明らかにされている〔9）。事実，「垂直的役
割統合」の諸事例（N＝14）における労働力削減比率〔除去された職務数（＝103）
÷再設計された職務数（＝407）×100＝25．3％〕はほぼ「役割柔構造作業集団」のそ
れ（＝26．8％）に匹敵している⑩。
　ところが，これらの事例研究をブルー・カラー労働者を対象とする研究とホ
ワイト・カラー労働者を対象とする研究とに区分される場合には「2つの異な
るパターン」が出現するとケリーは主張しているaD。先に示した労働力削減と
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表一17　「垂直的役割統合」の諸事例において
　　　労働者に割り当てられる追加的義務
輔的／離的課剰管瀦的諜
顧客の照会への応答
保守・点検
段取替
文書業務
原材料供給
検査
作業日程計画の作成
責任／結果責任
意思決定への参加
書状への署名
労働者の割当
意思決定に対する権限
　出所：J．E　Kelly（1982－c），　p．167．
場合には妥当しない。ホワイト・カラー労働者に関わる「垂直的役割統合」の
事例研究において，上述のいかなる生産性改善メカニズムをも伴わない場合で
もかなりの生産性改善が報告されていることをケリーが確認するからに他なら
ないQ3）。
　このようにして，ケリーは「垂直的役割統合」がブルー・カラー労働者に適
用される場合には，自分の展開した「新しい理論」の妥当性を認めるのである
が，他方でこの「垂直的役割統合」がホワイト・カラー労働者に適用される場
合には，自分の「新しい理論」ではなくて「古典理論」とくに「ハーツバーグ
理論」の有効性を認めるのである。但し，「古典理論」が主張するような，「職
務再設計」が内在的動機づけを増大させることによって職務パーフォーマソス
を改善させるという論拠に対しては，ケリーはホワイト・カラー労働者を対象
とするいくつかの事例研究が生産性の改善を報告しながらも内在的動機づけの
いかなる増大も示していないことを確認し，ホワイト・カラー労働者の場合に
は内在的動機づけ水準は「職務再設計」以前から相対的に高かったのであり，
「それゆえ，職務再設計は以前には制約されていた行動の発生を促進したので
あって，そうした行動の原因であるわけではない」と主張するのであるaの。
　（3）「テイラーリズム」と「垂直的役割統合」
　表一17は，ケリーによって作成された，「垂直的役割統合」の諸事例において
労働老に割り当てられる義務（duties）の1覧表である。表が示すようにこうし
　　　　　　　　　　　（298）
賃金の増大の双方を伴っていた
5つの事例のうち4事例までが
ブルー・カラー労働者への適用
事例であり，彼はこうしたメカ
ニズムを欠く場合には生産性改
善はきわめてわずかであったこ
とを事例研究から確認するので
あるG2）。しかし，このことはホ
ワイト・カラー労働者への適用
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た義務は2組に区分されている。表の左側は主として「ブルーカラー役割統合」
（blue・c・Ilar　r・le　integrati・n）に見出されるものであるが，「肉体労働者あるいは
低い地位にある事務労働者によって伝統的に遂行されてきた仕事㈱」であり，
右側はとくに「ホワイト・カラー役割統合」に見出されるものであるが，「肉
体・事務労働者に対して権限（authority）を有する監督者と管理者によって遂
行されてきた義務」a6）である。
　ケリーによれぽ，「垂直的役割統合」において労働者に割り当てられる追加
的義務が表の左側に関わっている場合には，こうしたさまざまな肉体・事務課
業の単一の職務への結合の根拠は労務費の節約にあるのであり，「もし我々が
テイラーは最大限の作業量を可能な限り安価な労働力に割り当てようとしたと
理解するのであれば，保守・点検などの再配置はテイラー主義者（Taylorist）
の原則と完全に一致する展開とみなされうる。ao］
　けれども，ケリーは「垂直的役割統合」において労働者に割り当てられる追
加的義務が表の右側の「管理的労働」に関係している場合には「テイラーリズ
ムへの挑戦」であり，「これはテイラーが主張した執行と構想の分離を侵害す
るものである。その限りで垂直的役割統合はテイラーリズムを超えるものと主
張されうる⑱」と述べるのである。
　以上の「垂直的役割統合」のケリーの叙述には，いくつかの疑問の余地を指
摘しないわけにはいかない。
　第1に，我々はすでに「垂直的役割統合」とは「既存の役割への垂直的役割
の追加」であることを確認している。ところが，ケ1」一がとりわけ「ブルー・
カラー役割統合」において確認する，表一17の左側の義務とは，私見によれば
「水平的役割」であって一般にこのような役割の追加は「職務拡大」に他なら
ない。ところが，「フP一ライン再組織」では，逆に品質検査責任の労働者へ
の委譲が含まれているのであるC9）。ケリーにあっては，とくに「ブルー・カラ
ー役割統合」と「フローライン再組織」との区別が不明確である。
　第2に，ホワイト・カラー労働者に適用される「垂直的役割統合」の起源が
「人事問題」に求められている点である。けれども，ケリー自身認めるように，
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ブリァレイ（Brearley，　A．）の1976年のアメリカ企業，260社の実態調査はこの
うちの90社が事務部門の生産性改善のために「公式的に」組織されたプログラ
ムを展開しており，とくに銀行，保険，証券業では103社のうちの58社（56％）
でそのようなプPグラムをもっていることを明らかにしているし，またバーチ
ャル（Birchall，　D．）とハモンド（Hammond，　V．）の1978年のイギリス企業32社
の研究でも，事務労働再構造化の理由として挙げられたもっとも頻度の高かっ
たものは「能率の改善」であったのであるell。このことは「ホワイト・カラー
役割統合」の場合にも「生産性，コスト」といった「経済的問題」の重要性を
指摘するものであるceD。
　第3に，彼は「ホワイト・カラー役割統合」においてのみ以前には抑制され
ていた「高い内在的動機づけ」が「職務再設計」を通して発現する結果として
「生産性改善」を説明している。ここで，彼はブルー・カラー労働者＝「衛生要
因追求者（hygiene　seekers）」，ホワイト・カラー労働者＝「動機づけ要因追求者
（motivator　seekers）」という労働者2元論に立脚しているのである。しかし，ケ
リーの検討している事例研究，とくにロック（Locke，　E．）らの研究でも事務労
働者が「精神的にやりがいのある仕事」を望むのは，「それ自体目的ではなく，
目的に対する手段」であって，彼らがそうした仕事の遂行による賃金の増大を
期待したからに他ならないことが明らかにされているのであるen。
（1）J，E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．147－148．
（2），（3）　」．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．146．
（4）　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．147．
（5）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．153－154．
（6）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．J　p。153．
（7）J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．208－209。
（8）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．163．
（g）J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．164．ここで，労働力削減を伴う諸事例の平均生産性の上
　昇率が49．5％と高いことが注目される。但し，この数字セこは，たとえばパワーズ（∫，E　Powers）
　の研究のように，これまで27人の労働者によって遂行されていた仕事を9人だけで行うことにな
　った結果，労働生産性が一気に200％増大した事例も含まれている。cf．　Ibid．，　p．156，169．
⑩　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．193．
（301）
ω，⑫　J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．158，　p．163．
⑬　J．E　Kelly（1982－c），　op，　cit．，　p．164．
a4）J．E　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．165．
⑮，a6），　a？）J．E　Ke11y（1982－c），　op．　cit．，　p，166．
q団　工E．Kelly（1982－c），　op．　cit．，　p．167．
⑲
　一も認識してつぎのように述べている。つまり，
　とは，
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　　この点，我々はすでに「フP一ライン再組織」において確認している。しかし，この点はケリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「品質管理と検査の義務を労働者に付与するこ
　　この分析に反対する1つの考えられうる根拠をなすものであるが，いかなる事例でも製品
　品質に対する最終（final）責任が労働者に割り当てられたことはなかったし，労働者はいつも自
　己の仕事に結果責任を負わされてきた。」（Ibid．，　p．110（注））このような意味での「最終責任」
　と「フPt・一ライン再組織」において与えられる「責任」とをどのように識別したらよいのであろ
　うか。「フP一ライン再組織」の理論的基礎を提供しているとケリーが考える「職務特性モデル」
　の主張者たち自身は自己の「革新」のタイプが「職務充実」であると考えているのであるが，そ
　こで提唱される（とくに垂直的な）「義務」とハーツバーグの主張する「義務」とは性格を異にす
　るのであろうか。
⑳　工E．Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．154－155．
（2Dさらに彼自身も「我々はホワイト・カラー職務再設計を新奇な問題集合への必然的反応として
　ではなく，かなり伝統的な諸問題への1つの考えられうる反応（one　possible　response　to　fair－
　1y　conventional　problems）として分析する必要がある」とまで言い切っているのである。　J．E．
　Ke11y（1982－c），　op．　cit．，　p．155．
⑳　工E．Ke11y（1982－c），　op．　cit，，　pp．160．
お　わ　り　に
　以上において，本稿は1982年のケリーのr科学的管理，職務再設計と作業パ
ーフォーマンス』を手懸りとして彼の所論を紹介してきた。彼はこの書物にお
いてこれまでのとくに心理学的動機づけ論を基礎とする「古典的職務再設計論」
を厳しく批判するとともに，これに代えて「経済的・構造的分析」を基軸に展開
される「新しい職務再設計論」の展開を目ざした。この「新しい理論」によれ
ぽ，「職務再設計」実践は広く「雇用関係」や製品市場という広い視点から捉
えられるべきであり，「職務再設計」の起源は「人事問題」としてよりも　「構
造的・経済的問題」に求められ，さらにパーフォーマンス改善を説明する際に
は「内在的動機づけ」よりは「外在的動機づけ」，つまり「交渉に基づく賃金
ト努力水準」が強調された。これらは従来の「古典理論」にはない新しい視
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表一18　職務再設計形態の比較分析
1・・P－…再wa・1・役害麟造作業鯛・1 「垂直的役割統合」
理論的基盤 lr諜設鯉論・ テスシ
?
技．」
???「
ハーツバーグの「2要因論」
起源 隣造的問題 擁造的髄 隣造的問訓人輔題
翻講例・劉糧生産 陣続的装置生産ブ歳毒一1・・イ・・カラー
生産性改善
　　メカニズム※
1．作業方法の改善
2．賃金の増大
3．労働力削減
4．内在的動機づけ
V。S S W W
S V・S S W
W 生産システムの相違　V・S　l　W V・S W
W W 1 W 1 V・S
礁一リズムと障合 1異質 適合1異質
※：V・S＝ひじょうに強い効果，S＝かなりの効果，　W＝弱い効果
点であった。さらに，ケリーは一義的・一括的な「職務再設計」分析を否定し
て，「役割」基準を用いて「職務再設計」を弁別してこの各々の「職務再設計」
方式に沿って，何故この「職務再設計」が雇用老側によって要請され，実施さ
れたのか，そして「労働生産性」の改善という観点から測定される作業パーフ
ォーマンスの改善がいかなるメカニズムを通してもたらされたのか，そして
「ティラーリズム」とはどんな関係に位置づけられるのかを検証したのである。
これまでのケリーの分析を表に要約するとすれぽ，表一18のようになるであろ
う。この場合，彼の分析の斬新さは，その「経済的・構造的分析」というこれ
までになかった新しい「職務再設計」分析のフレームにあることはもちろん，
さらにその検証プロセスにおいてこれまでに出版・公表された事例研究の殆ど
全てを網羅する形でデータを収集し，統計的に整理・加工し，この比較分析か
ら具体的「事実」を取り出していこうとする研究方法論にあった。
　私が本稿のテーマを「職務再設計の条件適応的展開」としたのも，ケリーの
以上のような研究方法論上の諸特質，すなわち①心理学的分析よりは「経済的
・構造的分析」の重視，②「一般理論」・「普遍主義的立場」の否定と「中範囲
論」的志向，そして③統計的比較分析の重視を顧慮したからであった。
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　けれども，ケリーは自己の「新しい理論」の有効性を検証する過程で「経済
的・構造的分析」からは捉えられない「事実」を「事例研究」のうちに確認す
るに至る。つまり，ホワイト・カラー労働者に適用される「垂直的役割統合」
の諸事例がこれである。この諸事例において，彼は自己の「新し理論」ではな
く，「古典理論」とくにハーツバーグ理論の妥当性を認めざるをえなくなるの
である。このために，本稿第3章でみたように2つの「仮説」を提示せざるを
えなくなったのである。
　この場合，「仮説」はもし「職務再設計」を促す要因が「人事問題」である
限りで「古典理論」の有効性を認め（「仮説，（1）」），他方「職務再設計」を促す
要因が「構造的問題」である限りで「新しい理論」が妥当する（「仮説，②」）と
いうのである。この彼の「仮説」の致命的欠陥と思われるのは，何故「構造的
問題」の場合には「新しい理論」が，他方「人事問題」の場合には「古典理
論」が妥当するのかの理論的説明を提示することなく，単なる「事例研究」か
ら入手された情報の統計的確認に留まっている点にある。
　彼の「新しい理論」と「古典理論」との妥当性を弁別する際に，彼は2元論
的労働者観を基礎にしているように思われるω。つまり，ブルー・カラー労働
者は労働に対する「手段的態度」（instrumental　attitudes）を有し，その意味で
「衛生要因追求者」であり，ホワイト・カラー労働者は労働に対して「内在中
心志向」（intensica1｝y　centered・rientation）を有し，その意味で「動機づけ要因
追求者」であるとする前提がこれである。しかし，ここでもこれが何故かは説
明されていない。また，もし「ブルー・カラー労働者」が「動機づけ要因追求
者」へと変化した時に彼の主張する「新しい理論」は妥当性を依然保持し続け
うるのかどうか明らかではない。
　さらに，すでに確認したように「ホワイト・カラー役割統合」が果して「人
事問題」にその起源をもつものであるかどうかも疑問の余地がある。間接部門
の生産性の緩慢な上昇，人件費の増大という「経済的・構造的問題」がその起
源として想定されうるからである。また，生産現場の問題の「人事問題」と
「構造的問題」とへの2分割に対しても，私はこのような区分が可能かどうか
　166　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（304）
疑問をもっている。なぜなら，労働移動・無断欠勤・職務不満の増大という
「人事問題」は直接・間接にコスト上昇・生産性低下といった「経済的問題」
を発現させるからであり，「新しい理論」と「古典理論」の妥当性基準をこの
ような問題の2元化に求めることは正当ではないように思われる。
　けれども，ケリーの「職務再設計」の分析から，我々は以下の重要な論点を
確認することができた。
　①「フローライン再組織」は「大量生産」産業で広範に利用されており，
他方「役割柔構造作業集団」は「装置生産」産業で広く利用され，さらに各々
の「職務再設計」方式は各々の「生産システム」と適合関係をもつこと。その
際，「フローライソ再組織」は「テイラーリズムの現代版」とみなされ，他方
「集団作業と柔軟な作業役割の割当」をその特質とする「役割柔構造作業集団」
は「ティラーリズム」と追求する目標（労働生産性の向上）は同じでありながら，
異質な原則に基づいていること。
　②「フP一ライン再組織」（「ブルー・カラー役割統合」を含む）も「役割柔構
造作業集団」もいずれも労働者の多能工化を基礎とする。これによって，一方
で生産システムの硬直性を打破してその柔軟性を高めるとともに，他方既存の
職務境界（job　demarcation）や「制限的労働慣行（restrictive　1abour　practice）＝労
働組合支持的要員水準」の破壊が意図されている②。
　③「職務再設計」実践は多くの場合労働者の犠牲を伴う。ケリーの分析に
よれぽ，平均して100の再設計された職務に対して約25の職務が削減されたが，
とりわけ「垂直的役割統合」と「役割柔構造作業集団」においてその削減率は
高く，さらに「労働強化」（努力水準と努力支出率の増大）は「ホワイト・カラー
役割統合」を除く全ての「職務再設計」方式において生ずる（3）。
　最後に，ブレイヴァマンが措定した資本主義経済体制のもとでの「労働の衰
退」化という一般的動向に対して，この「職務再設計」が有する意義が改めて
問われねぽならない。今日依然としてごくわずかな「職務再設計」の動きが資
本主義経済という枠内でどの程度大きな流れとなりうるのかは本稿では問題と
されてこなかった。この点，今後の課題としたい。　　　　　一以上一
（305） 職務再設計の条件適応的展開　　王67
（1）「……大多数の労働者は仕事に対してr手段的』志向を有し，職務再設計に対して反応するよう
　には思われない。それ故少数の者だけが予測されたように行動するであろう。……職務再設計実
　践において手段志向的労働者の行動は上述された一般理論（彼の展開する「新しい職務再設計論」
　のこと一引用者）からもっともよく説明されるであろう。しかるに自己の職務と組織に強力に
　内在的，もしくは道徳的愛着を有する少数の労働老は容易に伝統的職務再設計論の型（mould）
　にあてはまるであろう。」J，E．　Kelly（1982－b），　P．49・ここでいう大多数の労働者と少数の労
　働者が（1982－c）では「ブルー・カラー労働者」と「ホワイト・カラー労働者」として措定され
　る。
（2）J．E．　Kelly（1982－c），　op．　cit．，　pp．218－219．また，ケリーによれば，景気後退，大量失業，
　労働組合の一時的弱体化に乗じて雇用者側がさもなくば抵抗されるであろうような作業組織の変
　更に乗り出そうとしている動きがあると指摘している。cf．　Ibid．
（3）　工E．Kelly　（1982－c），　pp．192－199．
